
償却資産申告の手引き

令和６年度 固定資産税

【お問い合わせ・提出先】
〒848-8501 佐賀県伊万里市立花町１３５５番地１
伊万里市役所 総務部 税務課 固定資産税係
TEL 0955-23-2149（直通）
FAX 0955-23-1472

申告期限：令和６年１月３１日（水）
期限間近になりますと窓口が混雑しますので、早めの提出にご協力ください。

※自宅や事務所で申告できる「ｅＬＴＡＸ」をぜひご利用ください
（「ｅＬＴＡＸ」についての詳細は本手引き10ページをご覧ください）
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資産の種類 主な償却資産の例示

１ 構築物

構築物
舗装路面、庭園、門、緑化施設等の外構工事、看板
（広告塔等)、ゴルフ練習場設備、アパートの外構工事、
ビニールハウス等

建物附属設備
受変電設備、予備電源装置、その他建築設備、内装・
内部造作等（※家屋評価に含まれないもの）

２ 機械及び装置
各種製造設備等の機械及び装置、クレーン等建築機械、
機械式駐車設備、農業用設備等

３ 船舶 ボート、釣船、漁船、遊覧船等

４ 航空機 飛行機、ヘリコプター、グライダー等

５ 車両及び運搬具

大型特殊自動車等（分類番号が「0、00～09及び000
～099」、「9、90～99及び900～999」の車両）、
最高時速が時速35ｋｍ以上の農耕作業用自動車
※くわしくは6ページ参照

６ 工具、器具及び備品
パソコン、陳列ケース、看板（ネオンサイン)、医療機
器、測定工具、金型、理容及び美容機器、衝立、ルー
ムエアコン、応接セット、レジスター、自動販売機等

1 償却資産について

（１）償却資産とは

土地及び家屋以外の事業の用に供することができる資産（機
械・器具・備品等）で、その減価償却額又は減価償却費が法人税
法又は所得税法の規定による所得の計算上、損金又は必要な経費
に算入されるものをいいます。
※次のものは、申告の対象となりません。（P５～７参照）

① 土地、建物（家屋として課税されるもの）
② 無形減価償却資産（特許権、ソフトウェアなど）
③ 耐用年数が1年未満又は取得価格が10万円未満の資産で法人税

法等の規定により一時に損金算入されたもの
④ 取得価格が20万円未満の資産で法人税法等の規定により3年間

で一括で均等償却するもの
⑤ 自動車税及び軽自動車税の対象となるもの

（２）償却資産の種類

下表は償却資産の対象となる主な資産の例示です。
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（３）業種別の主な償却資産の例

下表は業種別の主な資産の例示です。

各業種共通のもの

駐車場設備、舗装路面、緑化設備、庭園、門扉、外構、外灯、
受変電設備、ネオンサイン、広告塔、看板、簡易間仕切り、事務
机、椅子、応接セット、ロッカー、キャビネット、エアコン、パ
ソコン、コピー機、タイムレコーダー、テレビ、金庫、レジス
ター、消火器、事務機器、自動販売機など

小 売 店
商品陳列ケース、陳列棚、陳列台、冷蔵庫、冷凍庫、ショーウィ
ンドーなど

飲 食 店 業
厨房設備、接客用家具、カラオケセット、ステレオ、放送設備、
冷蔵庫、冷凍庫、カウンター、室内装飾品、製麺機など

理 容 ・ 美 容 業
理（美）容椅子、洗面設備、消毒殺菌用機器、タオル蒸し器、ド
ライヤー、パーマ機、サインポールなど

クリーニング業 洗濯機、脱水機、乾燥機、プレス機、ミシンなど

医 院
歯 科 医 院

各種医療機器（ベッド、手術台、Ｘ線装置、心電計、血圧計、脳
波測定器、ＣＴスキャン、消毒殺菌用機器、歯科診療用ユニット、
投影機、光学検査機器、保育器）など

不 動 産 賃 貸 業
外構（駐車場舗装、フェンス、ごみ置場、自転車置場など）、太
陽光発電設備、ルームエアコン、屋外給排水設備など

製 造 業
受変電設備、各種製造設備、施盤、ﾎﾞｰﾙ盤、梱包機、定盤、ﾌﾟﾚｽ
機、溶接機、ｶｯﾀｰ、研磨機、検査工具、金型、取付工事、切削工
具、貯水設備、福利厚生設備、工業用水道配管・汚水配管など

娯 楽 業
パチンコ台、パチスロ台、ゲームマシン、両替機、玉貸機、シマ
工事、カラオケ機器、ボウリング場用設備、ゴルフ練習場、屋外
駐車場など

印 刷 業 各種印刷機、活字盤鋳造機、裁断機など

建 設 業
ポンプ、発電機、大型特殊自動車（ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞｰ、ﾊﾟﾜｰｼｮﾍﾞﾙ、ﾌｫｰｸ
ﾘﾌﾄなど）、ミキサー、コンクリートカッターなど

ガソリンスタンド
ガソリン計量機、リフト、充電器、コンプレッサー、照明設備、
地下タンク、構内装置、独立キャノピーなど

ホ テ ル ・ 旅 館
接客用備品、放送設備、自家発電装置、浴場ﾎﾞｲﾗｰ（浴場業用、
ホテル又は旅館用）、温泉循環施設、温泉用配管施設など

農 業
乗用装置のある農耕作業用自動車（農耕用トラクター、コンバイ
ン、田植機、SSなど）で最高時速が時速35ｋｍ以上のもの、
ﾋﾞﾆｰﾙﾊｳｽ、精米機、予冷庫、搬送用ﾓﾉﾚｰﾙ、堆肥板など

漁 業 漁船、魚群探知機、冷蔵庫など

売 電 業 太陽光発電設備、フェンスなど
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（４）国税との違い

主に下表のような違いがあります。

（５）評価額の算定

償却資産の評価は、取得価額を基礎として、取得後の経過年数に
応じた価格の減少（減価）を考慮して行います。

ア 前年中に取得された償却資産の評価
・ 価格（評価額）＝取得価額×｛１－（減価率÷２）｝

イ 前年前に取得された償却資産の評価
・ 価格（評価額）＝前年度の価格×（１－減価率）

【注意】
ただし、イにより求めた額が、取得価額の５％よりも小さい場合

は、取得価額の５％の額を価格とします。

項 目
国税の減価償却資産
（法人税の確定申告）

固定資産税の
償却資産

償却資産の期間
事業年度
4月1日～3月31日

暦年（賦課期日制度）
1月1日～12月31日

減価償却の方法
建物以外の一般の資産は定率法、
定額法の選択制度

旧定率法

前年中の新規取得 月割償却 半年償却（1/2）

圧縮記帳の制度 制度あり 制度なし

特別償却、割増償却の制
度

（租税特別措置法）
制度あり 制度なし

共有資産 持ち分それぞれを減価償却
持ち分を合算し、共有者
名義で申告

評価額の最低限度 備忘価格（1円） 取得価額の5％

改良費 原則区分、一部合算も可 区分評価
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（６）申告に注意が必要な資産

・大型特殊時自動車

①分類番号 0、00～09、000～099

（大型特殊自動車のうち建設機械に該当）

②分類番号 9、90～99、900～999

（大型特殊自動車のうち建設機械以外のもの）

※下表の各基準を１つでも超えるもの

・取得価額が20万円未満の資産であって
も個別償却しているもの

・租税特別措置法の規定による中小企業者
等の少額資産の損金算入特例を適用した資
産

・家屋評価に含まないもの

※７ページ参照

・償却済資産

（耐用年数が経過したもの）

・建設仮勘定で経理されている資産

・遊休資産

・簿外資産

・未稼働資産

・自動車税、軽自動車税の対象のもの

農耕作業用自動車（農耕用トラクター、コンバ
イン、田植機、SSなど）は乗用装置のあるもの
で最高速度が時速35㎞未満であれば小型特殊自
動車です。

※6ページ参照

※小型特殊自動車は軽自動車税の対
象です。税務課の窓口でナンバーの
取得をお願いします。

・耐用年数が1年未満又は取得価額が10
万円未満で一時に損金算入しているもの

・取得額が20万円未満の資産を税務会計
上3年間で一括償却しているもの

○＝申告対象、×＝申告対象外

・家屋評価に含めるもの

※７ページ参照

・無形減価償却資産（漁業権、特許権、
ソフトウェア等）

・繰延資産

・平成20年4月1日以降に終結された
リース契約のうち、法人税法第64条の2
第1項又は所得税法第67条の2第1項の規
定するリース（所有権移転外リース及び
所有権移転リース)資産で取得価格が20
万円未満のもの

○ 申告対象となる資産 × 申告対象とならない資産

最高速度 長 さ 幅 高 さ

15㎞/h
以上

4.70m
以上

1.70m
以上

2.80m
以上

自動車
の区分

償却方法と
取得価額
による区分

家屋との
区分

その他

5

取得価格
償却方法

1 0万円未満
1 0万円以上
2 0万円未満

2 0万円以上
3 0万円未満

3 0万円以上

個 別 減 価 償 却 ○ ○ ○ ○

中 小 企 業 特 例 ○ ○ ○

一 時 損 金 算 入 ×

3 年 一 括 償 却 × ×



特殊自動車（農耕作業用自動車を除く）は車両の大きさと最高速度
によって小型・大型に分類されます。
このうち、大型特殊自動車が償却資産の対象となります。
一方の小型特殊自動車は、償却資産の対象ではなく、軽自動車税の

対象です。

６

申告対象となる大型特殊自動車等について

（１）特殊自動車（農耕作業用車両を除く）の分類
自動車の構造及び原動機 自動車の大きさなど 要件 自動車の種別 償却資産の対象

①～④の
すべての
基準未満
であるも
の

小型特殊自
動車

対象外
※軽自動車税の対
象のため、税務課
窓口でナンバーの
取得をお願いしま
す。

①～④の
基準を一
つでも超
えるもの

大型特殊自
動車

償却資産の対象

（２）農耕作業用自動車
自動車の構造及び原動機 自動車の種別 償却資産の対象

小型特殊自
動車

対象外
※軽自動車税の対
象のため、税務課
窓口でナンバーの
取得をお願いしま
す。

大型特殊自
動車

償却資産の対象

ショベル・ローダ（バック
ホー）、タイヤ・ローラ、
ロード・ローラ、グレーダ、
ロード・スタビライザ、スク
レーパ、ロータリ除雪自動
車、アスファルト・フィニッ
シャ、タイヤ・ドーザ、モー
タ・スイーパ、ダンパ、ホ
イール・ハンマ、ホイール・
ブレーカ、フォーク・リフ
ト、フォーク・ローダ、ホ
イール・クレーン、ストラド
ル・キャリヤ、ターレット式
構内運搬自動車、自動車の車
台が屈折して操向する構造の
自動車、国土交通大臣の指定
する構造のキャタピラを有す
る自動車及び国土交通大臣の
指定する特殊な構造を有する

自動車

①最高速度
１５ｋｍ／ｈ
以上

②車両の長さ
４．７ｍ以上

③車両の幅
１．７ｍ以上

④車両の高さ
２．８ｍ以上

田植機、農耕トラクタ、コン
バイン、農業用薬剤散布車
（ＳＳなど）など国土交通大
臣の指定する農耕作業用自動

車

最高速度が
３５ｋｍ／ｈ未満

最高速度が
３５ｋｍ／ｈ以上

要件



建築設備における家屋と償却資産の区分

設備の種類 償却資産の申告対象となるもの 家屋の評価対象となるもの

変電設備 受変電設備、工業用変送電設備

屋内配線設備 特定の生産または業務用の設備
配管、配線、スイッチ、コンセン
ト、分電盤

電灯照明設備
ネオンサイン、スポットライト、
投光器、電光盤、屋外照明設備

白熱灯、蛍光灯、非常用照明器具、
屋内照明設備の配線

動力配線設備 生産用動力配線 スイッチ、制御盤、配管、配線

予備電源設備 発電機、自家発電、配管、配線

電話設備 電話機、交換機、電源装置 配管、配線

インターホン
設備

親機、子機、配管、配線

LAN設備 サーバー、端末機、光ケーブル

監視カメラ設備 カメラ、受像機 配管、配線

ナースコール
設備

表示盤、ベル、チャイム、配管、
配線

ガス供給設備 屋外供給本管、生産用一式 屋内支管、使用口

給水設備 屋外設備、生産用一式 受水槽、貯水槽、給水栓、配管

衛生器具設備
事業用流し類、メディシンキャビ
ネット

洗面器、洗面化粧台、便器、シャ
ワー、浴槽、ユニットバス、シス
テムキッチン

排水設備 屋外設備、生産用一式 排水管

火災報知設備 屋外設備 配管、配線、受信機、感知器

消火設備
ホース、ノズル、ガスボンベ、消
火器、屋外消火設備

消火栓設備、スプリンクラー、ド
レンチャー、泡消火設備、ハロゲ
ンガス消火設備、炭酸ガス消火設
備

避雷設備 避雷針、導線

換気設備 工業用送風設備 換気扇、換気口、ダクト

空気調和設備
ルームエアコン（壁掛け式）、生
産用一式

ビルトイン（天井はめ込み式エア
コン）、ダクト設備、配管設備、
ファンコイルユニット

運搬設備
垂直搬送機、工業用ベルトコンベ
ア、生産ライン用リフト

エレベーター、リフト、エスカ
レーター、窓拭き用ゴンドラ

厨房設備
厨房設備、調理機器、冷蔵庫、冷
凍庫、製氷機

洗濯機設備 洗濯機、脱水機、乾燥機

７



２ 償却資産の申告について

（１）申告していただく方は

令和６年１月１日現在、伊万里市内に償却資産を所有されている
方です。
償却資産の所有者は地方税法第３８３条の規定により、毎年１

月３１日までに１月１日（賦課期日）現在における償却資産の所
有状況について、必要な事項をその所在地の市町村長に申告する
義務があります。（１月３１日が土・日・祝の場合は翌開庁日）

（２）提出していただく書類について

ア 初めて申告される方…全資産を申告してください。

イ 前年度までに申告をされた方…資産の増加または減少を申告
してください。

ウ 該当する資産のない方

廃業、解散、休業、移転等、あるいは償却資産を所有していな
い方は、償却 資産申告書の右下１８の備考欄の該当箇所に〇を
つけて申告してください。

※申告書記入の詳細は１１～１４ページを参照してください。

対象となる資産
令和６年1月1日現在で、伊万里市内に所有してい
る事業の用に用いることができる全資産。

提出する申告用紙
①償却資産申告書
②種類別明細書（全資産用）

そ の 他
償却資産の多少にかかわらず、必ず申告をお願いし
ます。

対象となる資産
令和５年1月２日から令和６年1月1日までの増加お
よび減少資産。

提出する申告用紙
①償却資産申告書
②種類別明細書（増加資産用）
③種類別明細書（減少資産用）

そ の 他
償却資産に増減がない場合や、全資産が減少する場
合も、必ず申告をお願いします。

８



（３）非課税となる資産の申告について

地方税法第３４８条、同法附則第１４条に規定する一定の要件
を備えた償却資産は、固定資産税が非課税になります。該当する
償却資産を所有されている方は、償却資産申告書の種類別明細書
に必要事項を記入し、非課税の内容が確認できる資料についても、
併せてご提出ください。

（４）課税標準の特例を受けることができる資産

地方税法第３４９条の３及び同法附則第１５条各項の規定に該
当する資産は固定資産税が軽減されます。
該当する償却資産を取得または所有されている方は、申告書右

上１１の課税標準の特例欄の有に〇をつけ、その旨を証する書類
の写しを添えてご申告ください。

（例）内航船舶、熱供給事業用資産、公共の危険防止用施設・設備、再生
可能エネルギーに関する認定発電設備（太陽光発電設備等)、経営力向
上設備、先端設備等導入計画認定後に取得した対象設備等

（※特例の詳細及び添付書類につきましては、市のホームページをご覧ください。）

（５）申告時の留意点

◎受付印を押印した申告書の控が必要な方は、申告書を２部（提
出及び控用)提出してください。なお、郵送の場合は、その旨を申
告書の右下１８の備考欄に明記し、送付先を記載した返信用封筒
を同封してください。なお、返信用封筒に必ず切手を貼付してく
ださい。

◎法人税及び所得税の申告において減価償却資産（建物、無形固
定資産、繰延資産等は除く）とされているものについては、原則、
償却資産申告の対象となります。同封の「令和５年度償却資産種
類別明細書」と減価償却資産内訳書又は固定資産台帳等と照らし
合わせ、資産の増加又は減少がないか確認してください。

◎令和５年1月１日より前に取得した資産で、申告が漏れていた資
産については、申告書の「前年前に取得したもの」の欄に合計額
を記入し、種類別明細書（増加資産）に記入してください。

９



◎リース物件（長期間の賃貸借契約）については、基本的にリー
ス会社が所有者となります。ただし、リース期間満了後に、その
資産を無償又は名目的な対価により譲渡することが決まっている
場合または所有権の移転が当初から決まっているもの（所有権留
保付割賦販売）などは、賃借人が所有者として申告して頂く必要
があります。

◎借家にテナントの方が取り付けた「特定附帯設備」とは、賃貸
建物などを借り受けて事業をされている方（テナント）が自らの
事業を営むために取り付けた電気設備、ガス設備、給排水設備、
衛生設備等や外壁、内壁、天井、床などの仕上げ及び建具、配
線・配管のことをいいます。特定附帯設備は、テナントの方に償
却資産として固定資産税が課税されます。

◎本市では、中小企業の先端設備等導入計画認定後に取得した対
象設備について課税標準の特例を受けることができます。特例の
適用を希望される場合は、市のホームページを参照の上、必要な
種類を添付し申告をお願いします。

伊万里市では、地方税ポータルシステム「ｅＬＴＡＸ（ｴﾙﾀｯｸ
ｽ）」を用いた電子申告手続を推進しています。

ｅＬＴＡＸを利用することで、申告書を持参、郵送することな
く自宅やオフィスからインターネットを利用し申告できます。

償却資産に関する固定資産税の申告手続だけでなく、法人市民
税に係る各種申告手続等についても電子申告できますので、便利
な電子手続の導入をご検討ください。

※ｅＬＴＡＸを利用するためには、事前にｅＬＴＡＸへの利用届
出が必要です。
詳しくは、ｅＬＴＡＸの下記ホームページをご覧ください。
【https://www.eltax.lta.go.jp/】

３ 電子申告について
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－償却資産申告書－

◎資産の増減がない場合も必ずご提出ください。
詳細な記入のしかたは1２、1３ページをご覧ください。

４ 償却資産申告書の記入例

１１

課税標準の特例の内容や要望を記入してください。

※先端設備等導入計画に基づく特別対象資産に係る課税標準の特例あり。
※受付印を押した申告書(控)を同封の封筒で返信ください。

該当する内容を記入してください。
・資産の増加あり
・資産の増加なし
・該当資産なし
・廃業・解散・転出等（ 年 月 日）
・住所変更あり 旧住所：
・名称変更あり 旧名称：



１２

償却資産申告書(償却資産課税台帳)の記入のしかた

記 載 内 容 記 入 の し か た 留 意 事 項

※ 所有者コード 記入する必要はありません。

1 住所(又は納税通知書送達先)
住所(又は納税通知書送達先)及び電話番号を記入し、ふり
がなを付して下さい。また、ビル等に入居している場合は、
ビルの名称、階数及び部屋番号を記入してください。

原則、本社等の所在地を記入してく
ださい。本社以外の事務所等で固定
資産税に関する事務を行っている場
合は、当該事務所等の所在地を
「18 備考欄へ」記入してください。

2
氏名(法人にあってはその名
称及び代表者の氏名)

個人の場合は、氏名を記入し、ふりがなを付してください。
なお、屋号があれば記入してください。法人の場合は、そ
の名称及び代表者の氏名を記入してください。

3 個人番号及び法人番号
マイナンバー（個人番号又は法人番号）を記入してくださ
い。

個人番号を記入した申告書等をご提
出の際、番号法に基づく本人確認が
必要です。個人番号カード等の提示
をお願いします。なお、法人の場合
は必要ありません。

4 事業種目(資本等の金額)
事業種目を具体的に記入してください(例：農業、自動車
販売業等)。また、法人の場合は、資本金又は出資金等の
金額も記入してください。

２以上の事業を行っている場合は、
主たる事業種目を記入してください。

5 事業開始年月
個人の場合は、事業を開始した年月を記入してください。
法人の場合は、当該法人の設立年月を記入してください。

6
この申告に応答する者の係
及び氏名

市から申告の内容について確認をすることがあります。そ
の時に、応答される方の係名、氏名及び電話番号を記入し
てください。

7 税理士等の氏名
経理を委託している税理士等があれば、その氏名及び電話
番号を記入してください。

8 短縮耐用年数の承認

法人税法施行令第５７条第１項又は所得税法施行令第１３
０条第１項の規定により、国税局長の承認を受け、耐用年
数の短縮を行っている資産の有無について該当する方を○
で囲んでください。

「有」に該当する場合は、「承認通
知書」の写を添付してください。

9 増加償却の届出
法人税法施行令第６０条又は所得税法施行令第１３３条の
規定により、税務署長に増加償却の届出を行っている資産
の有無について該当する方を○で囲んでください。

「有」に該当する場合は、「届出
書」の写を添付してください。

10 非課税該当資産
非課税に該当する資産の有無について該当する方を○で囲
んでください。

非課税に該当する資産については、
別途、「非課税申告書」を提出して
いただく場合があります。

11 課税標準の特例
課税標準の特例に該当する資産の有無について該当する方
を○で囲んでください。

課税標準の特例に該当する資産につ
いては、別途、必要書類を添付して
いただく場合があります。

12 特別償却又は圧縮記帳

租税特別措置法の規定による特別償却及び法人税法第４２
条から第５０条まで及び第１４２条の規定又は所得税法第
４２条から第４４条、第５８条及び第１６５条の規定によ
る圧縮記帳の有無について該当する方を○で囲んでくださ
い。

固定資産税では特別償却及び圧縮記
帳は認められません。補助金等の価
格も含めた金額を申告してください。



１３

記 載 内 容 記 入 の し か た 留 意 事 項

13 税務会計上の償却方法
税務会計上の償却方法について、該当する方を〇で囲ん
でください。

14 青色申告
法人税法又は所得税法の規定による青色申告の有無につ
いて該当する方を○で囲んでください。

15
市内における事業所等資産
の所在地

事業所等資産の所在地を記入してください。また、２以
上の事業所等資産の所在地がある場合には、それぞれの
所在地を記入してください。

事業所等資産の所在地が１か所だけ
で、その所在地が「１ 住所(又は納
税通知書送達先)」と同一の場合は、
本欄へ記入していただく必要はあり
ません。

16 借用資産(有・無)
借用資産の有無について該当する方を○で囲んでくださ
い。なお、借用資産がある場合には貸主の名称等を記入
してください。

17 事業所用家屋の所有区分
事業所用家屋の所有区分について該当する方を○で囲ん
でください。

18 備考(添付書類等)

次のような事項を記入してください。

課税標準の特例や非課税に該当する
資産がある場合において、その旨の
記載がない場合は、特例等の適用漏
れ等の原因になりますので、その旨
を必ず記載してください。

①前年の申告と資産の状況に変化がない場合は、「備考
欄に増減なし」と記入してください。

②「短縮耐用年数承認書の写」、「増加償却の届出書の
写」等添付した書類の名称。

③非課税に該当する資産を所有している場合は、その適
用条項。

④償却資産が災害その他の事故により著しく損傷したこ
とその他にこれに類する特別の事由があり、かつ、その
価額が著しく低下した場合には、その価額の低下の程度。

⑤前年中に所有者の住所、氏名又は名称等に異動があっ
た場合の異動年月日及び旧住所、旧氏名又は旧名称等の
参考となる事項。

⑥納税管理人を定めている場合は、その者の住所、氏名。

⑦その他、この申告に必要な事項及び償却資産の評価に
ついて参考となるべき事項。

取
得
価
格

(イ)前年前に取得したもの
前年前に取得した資産の取得価額の合計額を資産の種類
別に記入してください。

この欄の額は令和５年度償却資産申
告書の(二)の欄の額と同じです。

(ロ)前年中に減少したもの
前年中に減少した資産の取得価額の合計額を資産の種類
別に記入してください。

この欄の合計額は種類別明細書(減少
資産)の取得価額の合計額と同じです。

(ハ)前年中に取得したもの
前年中に取得した資産の取得価額の合計額を資産の種類
別に記入してください。

この欄の合計額は種類別明細書(増加
資産)の取得価額の合計額と同じです。

(ニ)計((イ)－(ロ)＋(ハ)) 
((イ)前年前に取得したもの－(ロ)前年中に減少したもの)
＋(ハ)前年中に取得したもの) によって算出した、取得価
額の合計額を資産の種類別に記入してください。

(ホ) 評価額
記入の必要はありません。ただし、電算処理により全資
産申告を行う場合は、「評価額(ホ)」へ記入してください。

(ヘ) 決定価格
記入の必要はありません。ただし、電算処理により全資
産申告を行う場合は、「評価額(へ)」へ記入してください。

(ト) 課税標準額
記入の必要はありません。ただし、電算処理により全資
産申告を行う場合は、「課税標準額(ト)」へ記入してくだ
さい。



－種類別明細書（全資産・増加資産）－

◎資産の増加があった場合はこちらをご提出ください。

・初めて申告される方 ⇒ 全資産用
令和６年1月1日現在で、伊万里市内に所有している事業の用に用いることができる

全資産を償却資産の多少にかかわらず、申告をお願いします。

１４

①資産の種類（※詳細は２ページ参照）

1 構築物

2 機械及び装置

3 船舶

4 航空機

5 車両及び運搬具

6 工具、器具及び備品

②資産の名称
漢字、かな、カタカナ、アルファベット、
数字で記入してください。

③数量
該当数量を記入してください。

④取得年月
該当資産の取得年月を記入してください。

（昭和の年号⇒３、平成の年号⇒４、令和の年号⇒５）

⑤取得価額
該当資産の取得価額を記入してください。

（※圧縮記帳をしている場合は圧縮前の
価額を記入してください。）

⑥耐用年数
法定耐用年数を記入してください。

⑦増加事由
1 新品取得
2 中古品取得
3 移動による受け入れ
4 その他

いずれかに
〇をつけてください。

⑧摘要
過年度の申告漏れや、非課税、特例の適用
などの特記事項を記入してください。



・前年度までに申告されている方 ⇒ 増加資産用
令和５年1月２日から令和６年1月1日までの増加資産の申告をお願いします。

１５

①資産の種類（※詳細は２ページ参照）

1 構築物

2 機械及び装置

3 船舶

4 航空機

5 車両及び運搬具

6 工具、器具及び備品

②資産の名称
漢字、かな、カタカナ、アルファベット、
数字で記入してください。

③数量
該当数量を記入してください。

⑤取得価額
該当資産の取得価額を記入してください。

（※圧縮記帳をしている場合は圧縮前の
価額を記入してください。）

⑥耐用年数
法定耐用年数を記入してください。

⑦増加事由
1 新品取得
2 中古品取得
3 移動による受け入れ
4 その他

いずれかに
〇をつけてください。

⑧摘要
過年度の申告漏れや、非課税、特例の適用
などの特記事項を記入してください。

④取得年月
該当資産の取得年月を記入してください。

（昭和の年号⇒３、平成の年号⇒４、令和の年号⇒５）



－種類別明細書（減少資産）－

◎資産の減少があった場合はこちらをご提出ください。

・令和５年1月２日から令和６年1月1日までに
減少した資産の申告をお願いします。

１６

①資産の種類（※詳細は２ページ参照）

1 構築物

2 機械及び装置

3 船舶

4 航空機

5 車両及び運搬具

6 工具、器具及び備品

②資産の名称
漢字、かな、カタカナ、アルファベット、
数字で記入してください。

③数量
該当数量を記入してください。

⑤取得価額
該当資産の取得価額を記入してください。

（※圧縮記帳をしている場合は圧縮前の
価額を記入してください。）

⑥耐用年数
法定耐用年数を記入してください。

⑦減少事由
1 売却
2 滅失
3 移動
4 その他

いずれかに
〇をつけてください。

⑧減少区分
該当事項に○をつけてください。

④取得年月
該当資産の取得年月を記入してください。

（昭和の年号⇒３、平成の年号⇒４、令和の年号⇒５）

⑨摘要
除却年月などの特記事項を記入してください。



１７

Q１ 償却資産はなぜ申告しなければならないのですか？

A１ 事業用の資産である償却資産は、土地・家屋のように登記
制度がありません。そのため、償却資産を所有されている方
には、地方税法第３８３条の規定により、毎年１月１日（賦
課期日）現在所有している償却資産について、資産が所在す
る市町村への申告が義務付けられています。

Q２ 税務署で確定申告をしていますが、確定申告とは別に償却
資産の申告をする必要がありますか？

A２ 確定申告は、国税の所得税を計算するために申告するもの
です。償却資産申告は、市税の固定資産税を計算するために
申告するものです。確定申告の減価償却資産と混同されるこ
とが多いですが、全く異なるものですので、それぞれの内容
に応じて申告していただく必要があります。

Q3 申告しなかった場合や虚偽の申告をした場合はどうなりま
すか？

A3 正当な理由がなく申告をされない場合は、地方税法第３８
６条及び伊万里市市税条例第７５条の規定により、過料を科
される場合があります。また、虚偽の申告をされた場合には、
地方税法第３８５条の規定により、１年以下の懲役または罰
金を科される場合があります。

Q4 償却資産の申告を知らずに、今まで申告していませんでし
た。どうすればいいですか？

A4 地方税法第１７条の５第５号により、遡って５年度分の償
却資産の申告をしてしただく必要があります。申告もれ等に
伴い、取得年月が前年より前の資産がある場合は当年度だけ
でなく資産を取得された翌年度まで遡及して課税しています。
また、過年度分の課税をする場合には、課税した月の翌月末
に一括で納付していただくことになります。

5 よくある質問



１８

Q５ 取得価額に消費税は含めるべきですか？

A５ 税務会計上で採用している経理方式により異なります。所
得税で「税込経理方式」を採用している場合には、消費税額
を含んだ金額が取得価額となります。「税抜経理方式」を採
用している場合には、消費税額を含まない金額が取得価額と
なります。

Q６ いくらぐらいの税金が課税されますか？

A６ 土地、家屋、償却資産の課税標準額の合計額(千円未満切
捨)に１．４％を乗じた金額の税金が課税されます。ただし、
固定資産税には「免税点」という制度があり、これは土地、
家屋、償却資産の各課税標準額の合計額が一定の金額以下で
あれば、その資産について課税の対象としない制度です。土
地は３０万円、家屋は２０万円、償却資産は１５０万円が免
税点となり、所有されている償却資産の課税標準額の合計が
１５０万円未満であれば、償却資産に対して課税されません。
ただし、課税されなくても、償却資産の申告は必要ですので、
毎年１月３１日までに申告書の提出をお願いします。

免

税

点

土地 ３０万円

家屋 ２０万円

償却資産 １５０万円

申告期限は令和６年１月３１日（水）です。
期限までのご提出をよろしくお願いします。


